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議会活性化特別委員会の報告

Ⅰ 設置までの経緯

本市議会では、平成２０年に議会基本条例を制定し、市民に開かれた議会を目指し、各

種会議の公開や、議会での意思決定についての説明責任を果たすとともに、市民との意見

交換及び政策議論を行うため市民と議会のつどい「語ってみゅーか」を年に２回実施する

など、さまざまな取組を行ってきました。

しかし、「市民からすると、議会や議員の活動は何をしているのか見えにくいし、分か

りにくい」という声もあり、本市に限らず全国的に、各種選挙における投票率低下の問題

が起きています。本市の最近の投票率は、令和６年１０月２７日執行の衆議院議員総選挙

で５０.２５％、令和５年１０月２９日執行の市長選挙で５１.８１％、令和５年４月２３

日執行の市議会議員選挙で４８.０４％という状況になっています。

平成２７年に選挙権年齢が１８歳に引き下げられたことに伴い、若者の政治や選挙への

関心を高めるため、大村市選挙管理委員会が票育事業を行い、大村市教育委員会が子ども

議会を開催するなど、さまざまな主権者教育の取組が行われてきました。しかし、若年層

の投票率は、高齢者と比較し低い傾向にあります。若い世代のうちから地域の課題を考え、

自分の意思を通じてまちづくりに参加することは、これからの社会において非常に重要な

ことです。政治や選挙に関心が低い人がこのまま増加していけば議員の成り手が不足する

という問題にもつながります。

また、近年、行政のデジタル化が急速に進む中、議会運営においてもＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）の導入が求められています。特に、議会のペーパーレス化、オ

ンライン配信の強化、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した住民との双方向コミュニケーシ

ョンの促進が課題とされています。

このような状況から、より多くの市民に議会へ関心を持ってもらえるよう、議会基本条

例を検証するとともに、より市民に開かれた議会の在り方について調査研究するため、本

特別委員会が設置されました。

Ⅱ 調査経過

第１回を令和５年７月３日に開催し、以後、本報告までに合計１４回の委員会を開催す

るとともに、先進地行政視察を行いました。
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なお、本特別委員会では「市民と議会のつどい「語ってみゅーか」の在り方について」、

「議会ＤＸに向けての取組」、「議員報酬及び政務活動費について」の３点を重点調査項目

として、調査、検討を重ねてまいりました。

１ 市民と議会のつどい「語ってみゅーか」の在り方について

市民と議会のつどいについては、議会基本条例制定後年２回開催することとし、コロ

ナ禍で一時休止したものの、平成２０年度から継続して取り組んできました。平成２９

年度には見直しが行われ、年２回開催のうち１回は常任委員会と市内団体とのつどいを

開催することになりました。これにより、市内で活動している団体の現状や課題につい

て議会全体として学び、理解を深めることができるようになりました。

一方で、市内８地区で開催している市民と議会のつどいについては、参加者の減少や

若い世代との意見交換の必要性、市が実施している地区別ミーティングとの差別化、オ

ンラインの活用など解決すべき課題が残されています。そこで、本特別委員会として先

進地を視察し、市民と議会のつどいの在り方について調査研究を行いました。

この先進地視察を踏まえ、今年度実施した市民と議会のつどいにおいて、一つの班で

実験的にグループ討議を実施したところ、要望を聞き取ると同時に市政について感じて

いることや描いている市の将来像などを市民と議員が一体となって語り合える場とな

り、参加者からは「大変よかった」「議員と近くで話せてよかった」との感想が多く寄

せられました。今後の市民と議会のつどいの在り方を検討する際の大きな参考になると

思われます。

また、先進地では、つどいの一環として議会が主体となって小中学生や高校生への主

権者教育に取り組んでいるところがありました。本市でも中高生への模擬選挙、小中学

生による子ども議会に取り組んでいますが、議員の仕事を知ってもらうという、行政側

とは異なるアプローチの仕方で政治への関心を高める取組を進める必要があると思わ

れます。

また、ＹｏｕＴｕｂｅや動画の作成などＩＣＴを活用したつどいに取り組んでいる自

治体もありますが、対応できる議会事務局職員や議員の存在が前提での取組であること、

知見のある一部の者に負担が集中するなどの課題があり、本市でも導入しようとする場

合には慎重な検討が必要となります。
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２ 議会ＤＸに向けての取組

令和６年１月に宮崎市議会を視察し、住民参加型の議会プラットフォーム「まちだん」

やペーパーレス化の取組について学びました。また、日南市の前市長が取り組んだ議会

ＤＸの事例についても参考とし、議会のデジタル化の方向性について議論を重ねてきま

した。

⑴ 議会のペーパーレス化の推進

現在、大村市議会ではタブレット端末を活用しており、資料の電子化が進められて

います。議事録のデータ管理やオンラインでの資料共有など、さらなるデジタル化の

可能性が議論されました。本特別委員会では、ペーパーレス化をさらに促進するため

の施策として、以下の点が重要であると確認しました。

ア 全議員のＩＣＴリテラシー向上のための研修実施

イ オンラインでの資料閲覧をスムーズにするための環境整備

⑵ オンライン配信の拡充

本会議のインターネット配信はすでに行われていますが、委員会の議論や市民との

意見交換会もオンラインで公開することで、より透明性の高い議会運営が可能になる

と考えられます。視察先の宮崎市では、住民がスマートフォンから議会の動きを確認

できる「まちだん」を導入し、双方向のコミュニケーションを実現しています。

⑶ ＤＸ推進のためのプロジェクトチーム設置

宮崎市議会の事例を参考に、大村市議会でもＤＸ推進に向けたプロジェクトチーム

を立ち上げることが提案されました。プロジェクトチームは、有志の議員で構成する

形が望ましいとの意見があり、ＩＣＴリテラシーの差を考慮したサポート体制の構築

が求められます。

３ 議員報酬及び政務活動費について

平成の大合併により市町村数は激減し、その後の地方財政の悪化や人口減少など社会

情勢の著しい変化があり、地方議員の定数と報酬を削減する風潮が続いてきました。

しかしながら、近年、議員の成り手不足や多様な世代の議員構成の必要性が指摘され

る中、議員報酬を改定する動きが出てきています。

こうした背景を踏まえて、議会基本条例にも定めがある議員報酬及び政務活動費につ
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いて、先進地を視察するなど議論を重ねてきました。

⑴ 議員報酬について

議員報酬は、大村市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例で規定されて

います。現在、議長月額４９３，０００円、副議長月額４１９，０００円、議員月額

４００，０００円ですが、責務の重さなどから常任委員会等の委員長の月額について

も検討する必要があると多くの委員から意見が出されました。

市長が議員報酬の額に関する条例を議会に提出する場合、市長はあらかじめ特別職

報酬等審議会の意見を聴くことになっています。市長の諮問に応じて、議員報酬の額

及び市長等の給料の額について審議するため、大村市特別職報酬等審議会条例が定め

られています。

本特別委員会は、参考資料のとおり議員報酬の歴史を学ぶとともに、先進地の特別

職報酬等審議会の状況を調査しました。

調査した審議会では、類似団体５団体の市長の平均給料と議員の平均報酬額を、そ

の自治体の市長と議員のそれと比較し、市長は据え置くが議員は大幅アップと決定し

ていました。その手法は住民で構成される審議会のメンバーの中に学識経験者がいて、

合理的な考えが示されたことによるものでした。

しかしながら、本市も同様に特別職報酬等審議会の委員は住民で構成されています

が、先進地の審議会のように、住民の中に学識経験者がいることはまれだと思われま

す。

⑵ 政務活動費について

政務活動費については、大村市議会政務活動費の交付に関する条例に則り、各会派

に交付されます。議員１人につき月額２５，０００円が会派の所属議員数に応じて交

付されます。

会派の経理責任者が領収証等の証拠書類を添付した収支報告書を作成し、会派の代

表者が議長に提出しています。なお、残余の額がある場合は返還しています。

収支報告書は誰でも閲覧することができ、透明性の確保が図られています。

Ⅲ 要望・提言
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これまでの議論を踏まえて、以下のとおり要望・提言します。

１ 語ってみゅーかの在り方について

⑴ 市民とのつどいにおいて、グループ討議を取り入れる。

⑵ 高校生あるいは小中学生を対象としたつどいを開催する。

２ 議会ＤＸに向けての取組

今後、以下の取組を段階的に進め、大村市議会のＤＸを推進していくことが求められ

ます。

⑴ ペーパーレス化の推進

ア タブレット端末の活用を強化し、会議資料の完全電子化を実施する。

イ 全議員に対するＩＣＴ研修を実施し、スムーズなデジタル化移行を支援する。

⑵ オンライン配信の拡充

ア 本会議だけでなく、委員会審議の配信を実施する。

イ 住民参加型のデジタルプラットフォームを検討し、議会と市民の双方向コミュニ

ケーションを実現する。

⑶ ＤＸ推進プロジェクトチームの設置

ア 議会ＤＸを推進するため、プロジェクトチームを立ち上げる。

イ 他自治体の事例を参考にしながら、大村市議会独自のＤＸ戦略を構築する。

３ 議員報酬について

理事者は学識経験者を招聘するなど常に動向を調査し、特別職報酬等審議会の審議に

必要な資料を提供することについて検討を行うこと。

Ⅳ まとめ

本特別委員会では、議会や議員の活動をより市民に理解いただき、議会に関心を持って

いただけるよう議会基本条例を検証することを基に調査研究を行いました。「語ってみゅ

ーかの在り方について」、「議会ＤＸに向けての取組」、「議員報酬及び政務活動費について」

の３点を重点調査項目としましたが、どれもが喫緊の課題であり、地方議会それぞれに多

様な取り組み方があることを実感しました。

今後、市民の皆様にとって本市議会がより身近な存在となるよう、調査研究の成果を議
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会に反映してまいります。

最後に、行政視察を受け入れていただいた関係自治体の皆様やご協力いただいた皆様方

に感謝申し上げ、議会活性化特別委員会の最終報告とします。

（参考資料）

議員報酬の歴史を辿ると地方自治法の規定ができる前は、地方議員は名誉職であり無給

であった。１９６２年（昭和３７年）、自治省（現総務省）は、都道府県の部長級の中間

額が地方議員の報酬適正額であるとの考えを各都道府県知事宛に通知した。１９６４年

（昭和３９年）、同省は報酬の改定に当たっては、第三者を含む特別職報酬等審議会の設

置を義務付ける通達を各都道府県知事に通知した。本市の審議会条例もこの年に制定され

た。さらに１９６８年（昭和４３年）、同省は特別職報酬等審議会の運営適正化について

指導を行い、人口、財政規模が類似している自治体の特別職の職員の給与額や給与改定の

経緯、一般職の職員の給与改定の状況等に関する資料の提供を求めた。

一方、１９６９年（昭和４４年）、全国市議会議長会は市議会議員の報酬基準額につい

ての考えを示し、市長給のおおむね２分の１に該当する課長給を最低基準とすることが適

当と答申した。（本市の現況：市長給料月額９３０，０００円、課長級給料月額の最高額

４１５，７００円、部長級給料月額の最高額４５０，９００円）

このように、市議会議員の議員報酬は、役務の対価とされる報酬とされながらも、生活

給とされる給与との連動性が考えられており、実際、全国の平均をみると市議会議員の報

酬は市長給の２分の１に収れんしている。

令和７年３月２１日

議会活性化特別委員会

委 員 長 高 濵 広 司

副委員長 永 山 真 美

委 員 光 山 千 絵

同 村 崎 浩 史
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同 田 中 博 文

同 山 口 弘 宣

同 朝 長 英 美

大村市議会議長 城 幸 太 郎 殿
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令和５年 ８月２１日 第３回議会活性化特別委員会

・今後の活動について
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令和６年 ８月２０日 第９回議会活性化特別委員会

・議員報酬の改定について

・視察について

令和６年１０月２２日 第１０回議会活性化特別委員会

・最終報告書について

令和６年１０月２８日 行政調査

～１０月２９日 【熊本県山鹿市】

議会出前講座での主権者教育（シチズンシップ

教室）について

【福岡県那珂川市】

議員報酬の改定について

令和６年１１月 ５日 第１１回議会活性化特別委員会

・最終報告書について

令和７年 ２月 ３日 第１２回議会活性化特別委員会
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